
3505

4515

7555

8565

7695

8606

9616

外

外

66

74

75

77

78

別
表
一
次
葉
　

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
等
分

法　　　人　　　税　　　額　　　の　　　計　　　算

事　業
年度等

所得 の金 額に 対する 法人 税額
(29)

000（55）の 10.3 ％ 相 当 額

((1)と800万円×　 のうち少ない金額)又は(別表
一付表「５」)

（1）のうち特例税率の適用がある協同
組合等の年10億円相当額を超える金額

（１）-10億円×
（50）の 22 ％ 相 当 額000

そ の 他 の 所 得 金 額
（１）-（49）-（50）

（51）の19％又は23.2％相当額000

地　　方　　法　　人　　税　　額　　の　　計　　算

課 税 標 準 法 人 税 額
（67）+（68）

課税留保金額に対する法人税額
（30）

000（56）の 10.3 ％ 相 当 額

こ　の　申　告　が　修　正　申　告　で　あ　る　場　合　の　計　算

法
　
　
人
　
　
税
　
　
額
　
　
の
　
　
計
　
　
算

こ
　
の
　
申
　
告
　
前
　
の

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

地
　
方
　
法
　
人
　
税
　
額
　
の
　
計
　
算

000課　税　留　保　金　額

こ
　
の
　
申
　
告
　
前
　
の

所 得の金 額に 対す る
法 　 人 　 税 　 額

71

72

法 　 　 人 　 　 税 　 　 額 62 確 定 地 方 法 人 税 額 70

0067
同 　 　 　 　 　 　 　 　 　 上

（別表三（二の二）「28」）
0

00

この申告により納付すべき法人
税額又は減少する還付請求税額 64

欠損金の繰戻しによる
還　　付　　金　　額

65

外 　 　 国 　 　 税 　 　 額
（別表六(二)「57」）

控 除 し き れ な か っ た 金 額
（77）-（78）

79
控 　 除 　 し 　 た 　 金 　 額

（38）

・　　・
・　　・

法人名

地　方　法　人　税　額　に　係　る　外　国　税　額　の　控　除　額　の　計　算

00

翌 期 へ 繰 り 越 す 欠 損
金 又 は 災 害 損 失 金

土　地　譲　渡　税　額　の　内　訳

こ
の
申
告
前
の

欠 損 金 又 は 災 害 損 失
金 等 の 当 期 控 除 額

73

土 　 地 　 譲 　 渡 　 税 　 額
（別表三（二）「27」）

0
土 　 地 　 譲 　 渡 　 税 　 額

（別表三（三）「23」）

こ の 申 告 に よ り 納 付
す べ き 地 方 法 人 税 額
（（41）-（70））若しくは（（41）+（71）
+（72））又は（（（71）-（44））+（（72）
-（44 の外書）））

（1）のうち中小法人等の年800万円相当額
以下の金額 25（49）の15％又は19％相当額00094

還 　 　 付 　 　 金 　 　 額 63 還　　付　　金　　額

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額
課税留保金額に対する
法　　人　　税　　額

（（15）-（62））若しくは（（15）+（63））
又は（（63）-（24））

－
12
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Ⅲ　適用を受けようとする法人税関係特別措置ごとの記載の仕方

別表一次葉　
｢49｣又は｢51｣欄に記載があり、措置の適用を受ける場合には、適用額明細書に以下の記載が必
要です。

P１7参照



法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

中小企業者等の法人税率の特例 00380 ｢49｣欄の金額

※１

00381

※２

00382

※３

00383

※４

00384

※５

法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

別表一次葉
　｢49｣欄に記載があり、中小企業者等の法人税率の特例を適用している場合には、適用額明細書に
以下の記載が必要です。

第42条の３の２第１項の表の第１号

第42条の３の２第１項の表の第２号

※１　普通法人のうち、当該各事業年度終了時において資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下であるもの若しくは
　　資本若しくは出資を有していないもの(特定の医療法人を除きます。)又は人格のない社団等

※２　一般社団法人(非営利型法人に限ります。)、一般財団法人(非営利型法人に限ります。)
　　公益社団法人、公益財団法人、認可地縁団体、管理組合法人、団地管理組合法人、法人である政党等、防災街区整備
　　事業組合、特定非営利活動法人、マンション建替組合、マンション敷地売却組合又は敷地分割組合

第42条の３の２第１項の表の第４号

　　　(*１)については、800万円を通算グループ内の各中小通算法人等の所得の金額で按分した金額)が上限
　　　となります。
　　２　別表一「１」欄が「０」又はマイナスの場合、適用額明細書に記載しないでください。
　　３　適用除外事業者(*２)に該当する普通法人(通算法人である普通法人の各事業年度終了の日においてそ
　　　の普通法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法人のうちいずれかの法人が適用除外事業者に該
　　　当する場合におけるその普通法人を含みます。)は、本特例の対象から除かれますので、適用額明細書
　　　に記載しないでください。
　　　(*１)　法人税法第66条第６項に規定する中小通算法人又は通算親法人である協同組合等のうち租税特
　　　　　 別措置法第42条の３の２の規定の適用を受けるものをいいます。
　　　(*２)　適用除外事業者とは、その事業年度開始の日前３年以内に終了した各事業年度の所得の金額の
　　　　　 合計額をその各事業年度の月数の合計数で除し、これに12を乗じて計算した金額(判定法人が設
　　　　　 立後３年を経過していないことや特定合併等に係る合併法人等に該当するものであること等の一
　　　　　 定の事由がある場合には、その計算した金額に一定の調整を加えた金額)が15億円を超える法人
　　　　　 をいいます。

第42条の３の２第１項の表の第３号

(注)１　適用額は、年800万円(その事業年度終了の日が通算親法人の事業年度終了の日である中小通算法人等

第42条の３の２第２項

　｢49｣又は「51」欄に記載があり、特定の医療法人の法人税率の特例を適用している場合には、適
用額明細書に以下の記載が必要です。

第67条の２第１項

※３　公益法人等(一般社団法人等を除きます。)及び協同組合等(特定の協同組合等を除きます。)

｢49｣及び「51」
欄の合計金額

(注)　別表一「１」欄が「０」又はマイナスの場合、適用額明細書に記載しないでください。

※４　特定の医療法人

※５　特定の協同組合等(*)
 　(*)　法人税法第２条第７号に規定する協同組合等(特定の地区又は地域に係るものに限ります。)のうち、租税特別措
　　　置法第68条第１項第１号から第３号までに掲げる要件の全てに該当する協同組合等

特定の医療法人の法人税率の特例 00395

あん
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